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臨済録にある臨済義玄禅師の言葉であ
る。彼が生きた晩唐の９世紀は、西方異
文化によるコスモポリタニズムが花開い
た唐王朝の繁栄も終わり、滅亡に向かい
つつあった時期である。度重なる反乱、
科挙制度の行き詰まりや腐敗などの社会
状況下で、臨済禅師は、人生の諸場面で
常に主体性を失わず、他の束縛を受けな
い自由さを保てば、人間として真実を見
失わずに済むのだと喝破している。

我々凡人は禅師の境地に遠く及ぶこと
はできない。しかし、彼我の生きていた
社会の閉塞感には共通するものがあった
のではないか？一つの時代が確実に去っ
ていくものの、新しい時代像が見えてこ
ない。中国の歴史が教える所によると、
彼の地の安定と繁栄は100年後の北宋
初期まで実現しなかったという。

氾濫する情報の中で長期的視点を失
い、あらゆる価値判断が超短期視点で行
われている現代。その中で、この言葉を
社会全体で共有することが、海洋開発の
みならず、次の時代を切り開く指針とな
るのではないだろうか。

東京大学大学院
理学系研究科 教授

浦辺徹郎さん

うらべてつろう／岡山県出身。
理学博士（地質学）。トロント大
学、工業技術院地質調査所勤務
等を経て現職。専門は熱水鉱床
学、化学地質学。特に海底熱水
活動、海陸の鉱物資源の研究を
行っている。東京大学機構「海
洋アライアンス」副機構長、経
済産業省総合資源エネルギー調
査会鉱業分科会長、国連海洋法
会議大陸棚限界委員会委員、外
務省参与。
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四方を海に囲まれた日本にとって、海洋資源開発は本領を発揮できる領域の一つ。
「資源少国・日本」というイメージを覆すかもしれない多様な取り組みが展開中です。

大
棚を合わせた広さは世界第6位。まさに世界屈指の海洋
国ということができます。

そんな広大な海域において、現在注目を集めているの
が眠れるエネルギーや鉱物資源。これまでの調査で、石

油・天然ガスのほか、メタンハイドレート、海底熱水鉱
床など、多様な資源の存在が確認されています。エネル
ギー・鉱物資源のほとんどを海外からの輸入に頼る日本
にとって、その開発が大きな意味を持つことは言うまで
もありません。特に近年は、海外において“自国の資源

小さまざまな島からなる日本。その国土の広
さは世界で60番目ほどですが、一方で海に
目を向けると、領海、排他的経済水域、大陸

2012年2月に就航。総トン数6283トン、全長
118.3m、幅19.0mの調査船で、2種類の大型掘
削装置や各種の最新調査機器を搭載しています。
乗船できる人数は最大70人で、地質・鉱床関係
データの解析、海水・生物試料の分析など、調査
の目的別に船内には6つの研究室も完備。船名の

「白嶺」は富士山のこと。

海洋資源調査船 〈白嶺〉

海洋資源
フロンティアへ !

の

いざ
出航 !

ナリズム」の傾向がますます顕著に。他国
は自ら管理・開発する”という「資源ナショ

写真提供（P4、6、7、9、11）：独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）
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の資源政策に影響を受けないためにも、いわば“国産”
資源の確保が重要になってきているのです。

そうしたなか政府は、探査や技術開発の具体的な目標
を定めた「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」を2008
年度末に策定。2018年度を一つの節目として、将来の
商業化等を検討するため、資源の量や状況、また環境に
与える影響の把握にいっそうの力を注いでいます。例え
ば今年2月にも、下の写真にある最新の海洋資源調査船

「白嶺」が就航。沖縄海域等での鉱物資源調査を開始し
ました。

資源開発のフロンティアである海洋へと本格的に挑み
始めた日本─。その取り組みは、一つ一つ課題を乗り
越えながら、現在、着実に進行中です。

知っておきたい
つのポイント!

P.06

海底面下400mまで
船上から掘削できる船
今年新たに就航した「白嶺」は、海底の掘削
装置を3機搭載。なかには、船の上から水深
2000mの海底で400m掘削できる装置も。

P.09

海底の熱水噴出口に
貴重な鉱物が存在する
マグマ等で熱せられた海水とともに海底から
吹き出した鉱物が沈殿した海底熱水鉱床。日
本周辺でも20カ所ほどで徴候を確認済み。

P.10

メタンハイドレートで
日本が世界をリードする
海底面下のメタンハイドレートから天然ガス
を取り出す─。日本は世界初の産出試験に向
けて、着々と準備中。

P.11

新たな油田・ガス田が
日本周辺で発見されるかも
石油・天然ガスが埋蔵している可能性のある
場所が日本周辺海域にも多数存在。三次元物
理探査船を導入し、地下構造を詳しく確認中。

4
1

2

3

4

● 海洋エネルギー・鉱物資源開発計画CLICK!
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海底面下を貫くボーリングで 
より正確な資源量を把握
─まず、海洋資源調査船「白嶺」
の役割について教えてください。
岡本　当然ではありますが、実際に
現場に赴き、海底の鉱物資源を調べ
ること。特に期待されているのは銅
や鉛、金、銀、レアメタルなどを含
む海底熱水鉱床の探査です。私たち
JOGMEC（石油天然ガス・金属鉱物
資源機構）は、経済産業省の委託を
受けて、コバルトリッチクラストに
ついても、資源の量の把握や商業化
を検討するための情報収集などを進
めています。その判断材料となるの
が、「白嶺」などの調査船による取得
データ。環境影響評価などでも、重
要な役割を担っています。
大岡　先代の「第2白嶺丸」が就航
して約30年。船体仕様や調査設備

可能になります。これまでの調査で、
沖縄トラフや伊豆・小笠原海域では、
世界的にも優位性のある海底熱水鉱
床が発見されています。そのポテン
シャルを確認できれば、鉱物資源の
供給源の多様化という面でも大きな
意味がでてきます。
─海洋調査は実際どのような形で
行われるのでしょう？
岡本　通常は1航海1カ月、年間9
航海ぐらいのスケジュールで調査計
画が組まれます。私はかつて、2年

の能力面で、限界がでてきたことか
ら、新たに「白嶺」が建造されまし
た。一番の特徴は、船上設置型の掘
削装置。船の上から垂直にボーリン
グロッドを降ろして、海底面下400 
mまで掘り進むことができます。

「第2白嶺丸」では海底に降ろして
使うタイプの掘削装置しかなく、し
かも掘れるのは20mでした。
岡本　深く掘ることができれば、そ
のぶん海底面下の構造を明らかにで
き、資源量をより正確に知ることが

ほど「第2白嶺丸」に乗船し、主に
ハワイ沖や南太平洋での調査活動に
携わりました。当時はマンガン団塊
やコバルトリッチクラストが対象だ
ったのですが、深海の調査などは基
本的に昼も夜も関係ないため、交代
制で24時間活動が続くことも。海
底にカメラを入れて、時速5kmぐ
らいでゆっくりと航行しながら、ラ
イトに照らし出された約3m幅の海
底を観察したりするわけです。
大岡　マンガン団塊だと水深6000 

先代の海洋資源調査船「第2白嶺丸」での調査経験をもつJOGMECの岡本信行さんと
新「白嶺」の開発を率いた同じくJOGMECの大岡隆さんに、海洋調査の役割などを聞きました。

資源供給源の多様化をめざす!
最新の機器を搭載した「白嶺」がニッポンの海へ

ケーブルで吊し、海底に設置して使う海
底着座型掘削装置（上）。ボーリングで採
取されたコア。金属成分などから賦存量
を推定する（下）。船上設置型掘削装置。
船体中央の開口部からドリルパイプを海
底に降ろし直接掘削する（右）。

「眠っているポテンシャルを掘り起こしたい」 岡本さん
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mくらいのこともありますから、イ
メージ的には富士山の約1.6倍の高
さから、富士宮市にあるジャガイモ
大の石を観察する感じです。あと船
上活動の面で付け加えると、試料採
取のボーリングにしても、50m掘る
のにトータルで3〜4日はかかる。
とても根気のいる作業が続きます。

船所の関係者が毎日遅くまで、知恵
を絞って、できあがったのが「白嶺」
なのです。
岡本　ちなみに「白嶺」という船名
は、初代の「白嶺丸」、次の「第2白
嶺丸」から受け継いだもの。「Haku 
rei」の名は海洋調査の世界では広
く知られています。海底熱水鉱床の
ある小笠原海域・ベヨネーズ海丘の

「白嶺鉱床」、沖縄・伊是名海穴の
「Hakurei site」などの名称も、そ

こから付けられています。海洋調査
の歴史と伝統を継承しているわけで
す。
―最後に今後へ向けての抱負をお
願いします。
大岡　JOGMECでは、あらゆる角
度から資源探査を進めています。私
自身、人工衛星のリモートセンシン
グ事業にも携わった経験があり、い
まは海底を探っている。いわば、仕
事の相手は地球。そのぶん大変なこ

ともありますが、探査という仕事に
夢とロマンがあるのは確か。「白嶺」
の活躍で、これからの日本に大きな
可能性が広がることを期待していま
す。
岡本　私は地質学出身で、海洋資源
がやりたくて当機構（当時・金属鉱業
事業団）に入った人間です。日本の
鉱物資源のポテンシャルは大きい。
生物多様性保全など環境面での合意
形成を図りながら、着実に進めてい
ければと考えています。

資源供給源の多様化をめざす!

日本の海底資源探査を支えた初代と2代目の「白嶺丸」
初代の「白嶺丸」（左）と「第2白嶺丸」（右）は、1970年代半ばからマンガン団塊、海底熱
水鉱床、コバルトリッチクラストの調査を進めてきた。

「白嶺」の模型の前に立つ岡本信行さん（左/
JOGMEC金属資源技術部・深海底調査課長）
と大岡隆さん（右/同・運航計画課長）。

「海洋資源探査には、夢とロマンがある」 大岡さん

海洋調査分野で世界的に 
知られる「Hakurei」

―「白嶺」の建造で、何か工夫した
ことはありますか。
大岡　「どんな船をつくるか」より、

「どんな機器を載せるか」から発想
しました。海洋資源調査にはさまざ
まな調査機器を使います。それをど
う選び、どう組み合わせるか。使用
する際の動線までも含めて、徹底的
に議論しました。船舶の専門家や
JOGMECのメンバー、乗組員、造

CLICK! ● 独立行政法人石油天然ガス・
 金属鉱物資源機構（JOGMEC）
● JOGMEC NEWS Vol.28
 2012年3月号
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調査

どこに資源が眠っているのか。その手がか
りとして、まず重要になるのが海底の地形
です。そこで音波測定装置などを使い、海
底の起伏を把握。加えて、人工的に地震を
起こすなどして地下の構造も探ります。鉱
物資源については岩石の分布も重要な情報
となるため、海底から岩石を採取し、必要
に応じてボーリングも行います。

海底の地形
海底面下の
構造が手がかり

評価

資源の存在が確認されたら、続いてその規
模や形態、品質などを見極めます。各種の
科学的調査で得たデータを分析し、資源量
などを推定。石油・天然ガスの場合は、一
般に試験用の井戸を掘ります。そうして実
際の生産にかかるコストとのバランスを考
えながら、対象となる鉱床が経済的に成り
立つかを総合的に評価します。

ポイントは
“経済性”が
あるかどうか

開発

経済性が確認された後、いよいよ生産に向
けた活動がスタートします。海底油ガス田
については、すでに世界各地で開発済み。
現在は水深2000mを超える非常に深い海
底の油田も開発されています。一方で、海
底鉱物資源については海外も含めまだ商業
生産の事例はありません。日本も技術的な
検討を進めているところです。

技術革新により
より深い場所で
生産が可能に

エネルギー資源、鉱物資源の開発の流れ。それは陸上も海洋も基本的に同じです。
しかし海底やそこで行われる作業は、直接目で見て確認することができません。

過酷な条件下での海洋資源開発は、多様な知恵や技術によって支えられています。

資源開発の基本ステップ
技術の力で可能性を現実に!

STEP 1

STEP 2

STEP 3
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ムニー」と呼ばれる煙突
状の熱水噴出口。その周
辺には熱水とともに吹き

鉱物の新たな
供給源に!

技術面、経済面で
開発に有利な部分も

海底
熱水鉱床

【 海洋資源❶ 】

海 底の鉱物資源は、海底熱水鉱床だけ
ではありません。レアメタル・レア

アースの供給源としても期待されるコバル
トリッチクラストやマンガン団塊の存在も
以前から確認されています。コバルトリッ
チクラストはコバルト、白金、ニッケル、
マンガンなど、マンガン団塊はマンガン、
銅、ニッケルなどを含有。いずれも特殊鋼

や電池、バッテリーの材料や自動車排ガス
浄化用の触媒などに使われる貴重な資源で
す。

コバルトリッチクラストが海山の斜面か
ら山頂部をアスファルト状に覆っているの
に対し、マンガン団塊は水深4000〜
6000mの海底の比較的平らなところに分
布しています。

まだある ! 海底の鉱物資源

コバルト
リッチクラスト マンガン団塊

コバルトリッチクラスト、マンガン団塊につ
いては、これまで公海域での調査も実施して
いる。

出した銅、鉛、亜鉛、金、銀などの
金属が海水で冷やされ、沈殿してい
ることがあります。これが海底熱水
鉱床。日本近海では沖縄トラフの伊
是名海穴、伊豆・小笠原海域のベヨ
ネース海丘など、20カ所ほどでその
徴候が確認されています。

海洋資源も、その後関わる研究者や
技術者が少なくなっています。将来
を見据えて政府、産業界、大学や研
究機関などが、さらに緊密に協力し
ていかねばなりません」（同）　

最終的に開発の主体となるのは民
間企業です。しかし資源政策という
点では、関係者が一丸となることが
何よりも重要なのです。

商業化を視野に入れ 
未踏の分野に挑む

今後のテーマとなっています」（同）。

いのが特徴。金、銀の品位も高く、 策です。1970年代に注目された

このように海底熱水鉱床の開
発には、複数の課題があります。

本周辺のものは水深700m〜
1600mと、世界的にみても浅

る必要があります。
「そして、不可欠なのが人材対

世界で約350カ所発見さ
れている海底熱水鉱床。その

また技術的テーマだけでなく、
市場での金属価格や陸上資源

ほとんどが、中央海嶺や西
太平洋の島孤－海溝系など、

の生産コスト、さらに国際
的規制などの不確定要素も

水深1000m〜3000mの海
底に分布しています。一方日

絡みます。条件の変化を踏ま
え、長期的視点で開発を進め

資源量評価については、先頃「白
嶺」が就航し、新装備の活用でいっ
そうの進展が予測されます。また環
境影響の面では、エビやカニをはじ
め、チムニー周辺の海洋生物の遺伝
子学的研究を実施。これまで各海底

「技術的、経済的にも開発に有利」と
期待がされているのです。
「2018年度に商業化の検討を行う
ことが現状の目標。それに向け、資
源量評価、環境影響評価、資源開発
技術、製錬技術の4分野を設定し、
課題に取り組んでいます。世界でも
これまで開発の事例がなく、非常に
チャレンジングな目標といえるでし
ょう」（JOGMEC・金属資源技術部
深海底調査課）。

熱水鉱床に固有の種がいないことが
確認されていますが、さらに研究を
進めているところです。また採鉱技
術については、鉱石を海上までパイ
プ輸送する機器や小型の採掘ロボッ
トの試験機を製作。効果的な採鉱シ
ステムを検討中です。そして製錬技
術は、鉱石から有用金属を回収する
重要なプロセスですが、「いまの日
本には鉱石を処理する選鉱場がなく、

チ

● 海底熱水鉱床開発計画CLICK!

海底に眠る希少な金属。
“資源”としての開発が進められる

「
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年前と比べれば、状況は
大きく変化しています。
ここまで注目されるよう

「燃える氷」に
世界初の挑戦

未来の
エネルギー資源

メタン
ハイドレート

【 海洋資源❷ 】

メ タンハイドレートの産出手法につい
ては、いまだ商業的に確立された技

術がありません。低温高圧のメタンハイド
レートを回収するには、大きく「加熱する」

「減圧する」の二つの方法があります。現
在は、「減圧法」による産出試験の準備を進
めています。

その方法は、「ポンプで生産井の水を汲

み上げ、圧力を低下させる」➡「メタンハ
イドレートが分解」➡「メタンガスと水を
生産井から回収する」というもの。現時点
では効率がよく、経済的にも最適な手法と
して認知されています。トップランナーと
して、メタンハイドレートの研究開発を進
めてきた日本。海洋で「減圧法」が機能す
るかどうか。世界が注目しています。

世界が注目する日本の海洋産出試験

海洋環境におけるメタンハイドレート

写真提供：メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム

人工のメタンハイドレ
ート。火をつけると燃
えるため「燃える氷」
と呼ばれる。

になったのは、この間の技術的な進
展が大きいですね」（JOGMEC石油
開発技術本部・メタンハイドレート
開発課）。いまや新たな国内エネル
ギー源として脚光を浴びるメタンハ
イドレート。すでに日本は、海外と
協力して陸上での連続産出試験に成

2018年度を目途に、商業化生産に
必要な技術の確立等を目指していま
す。「そのためにも、まずは今回の海
洋産出試験を無事成功させること。
そうすれば国内資源としての位置づ
けも高まるはず。関係者はいま使命
感に燃えています」（同）

功。引き続き国内海域における独 成功。先に述べたとおり、現在は

は固体ですが、温度が上がるか、 今後のスケジュールとしては

自の産出試験に着手しています。 これも世界初となる海洋での産
出試験に取り組んでいます。

界各地の深海底面下などに広く
分布しています。低温高圧下で

産出試験へ向け着々と準備が進
んでいます」（同）

商業化の実現へ向け 
生産技術の実証へ 「この3月に東部南海トラフ

での事前掘削作業が終了。生
メタンハイドレートとは、

“かご状”の水分子にメタ
産井のほか、メタンハイド
レートの分解挙動などを検

ン分子が取り囲まれた化合物
のこと。極地の凍土地帯や世

知するためのモニタリング井
も2本配置しました。来春の

県沖合）での調査では、約1.1兆㎥
のメタンガスの賦存を算出していま
す※。これはわが国のLNG輸入量

（2011年）の約11年分に相当しま
す。このエリア以外での調査が進め
ば、さらに拡大することも期待され

圧力が下がると、メタンガスと水に
分解。天然ガスと同じように利用で
きるエネルギー資源となります。

本格的な研究開発がスタートした
のは、「我が国におけるメタンハイ
ドレート開発計画」が策定された
2001年度。1996年に発表された
論文などから「日本の天然ガス消費
量の100年分」が日本周辺に存在
するともいわれています。例えば東
部南海トラフ海域（静岡県～和歌山

ます。
一方生産手法については2007、

2008年度の陸上産出試験（カナダ）
で、世界で初めて減圧法（コラム参
照）によるメタンガスの連続産出に

10

● メタンハイドレート
 資源開発研究コンソーシアム

CLICK!
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0

0

50

100

150

200

300

250

0

500

1,000

1,500

2,000

3,000

2,500

5-5 10 15 20 25
温度（℃）

カナダで行われた陸上産出試験。
「減圧法」での連続生産に成功！

※原始資源量。資源の単純な総量であり、技術
的に採掘可能な可採埋蔵量ではない。

メタン
ハイドレート
安定領域

メタンガスと
水に分解

加熱

減圧

「
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うまでもなく石油・天然
ガスは、重要なエネルギ
ー源の一つ。日本の一次

“海底の秘境”
を3Dで探る!

日本の周辺海域に
多数の有望エリア

石油・
天然ガス

【 海洋資源❸ 】

ノ ルウェーで建造された「資源」は、
2008年2月に資源エネルギー庁の

公船として導入されました。操船・探査技
術の移転も進み、2012年度からはさらに
範囲を広げた探査が進んでいます。

三次元物理探査のやり方は、かなり大か
がり。まず受信器を内蔵した最長6000m
のケーブルを約100m間隔で最大10本展

開（6000m×900m：東京ドーム約115
個分）し、曳航。同じく曳航するエアガン
から海底面下に向け発した音波の反射波を
そのケーブルで受信。解析データや三次元
表示画像をベースに地質的な解釈を行いま
す。こうした観測機器のほか、「資源」には
ヘリコプター用のデッキも装備。機動的な
物資補給等もできるようになっています。

最新機器やヘリデッキも備えた「資源」

三次元物理探査船 〈資源〉

センサーケーブルで
受信した信号を処理
することで地下構造
の精緻な三次元画像
がつくられる。

エネルギー全体の約60％を担って
います。しかし国内資源に乏しく、
そのほとんどを輸入に頼っているの
が現状です。そこで「海洋エネルギ
ー・鉱物資源開発計画」では供給安
定性の観点から、国内資源の探鉱・
開発を推進。学術調査などで確認さ

の段階となる基礎試錐（ボーリング）
の精度を上げています。現在国内の
海では、新潟県沖合の岩船沖油ガス
田のみ生産中。次に続く海洋油ガス
田が期待されるところです。リスク
の高い探鉱を国が担うことで、民間
企業の試掘・開発を促進する―。
明確な目的をもって、開発計画は進
められています。

れた日本周辺海域の45カ所、総 労します。「しかし地域の方々か

や砂などと共に海底に堆積してい 拡大。物理探査の実施により、次

面積84万k㎡の有望エリアの
うち、約1割程度の面積を対象

ら『日本のためにがんばってく
ださい！』と励まされることも

“堆積盆地”。「プランクトンの
死骸や植物などの有機物が、泥

今年度から年間の目標調査面積
も5000k㎡から6000k㎡へと

に、2008年度から10カ年計
画で調査を進めています。

二次元から三次元へ 
高まるデータの精度

多く、調査への期待は感じま
すね」（同・物理探査船グルー

プ）
これまで北海道、三陸沖、

有望と目されているのは、
佐渡沖、宮崎沖、沖縄沖海域
などで探査を実施しており、

m以上で、水深が2000m以下のエ
リアが中心。この条件であれば技術
的にも採掘できる可能性が高いため
です。

この基礎調査で活躍しているのが、
三次元物理探査船「資源」（コラム参

るエリアのことです。こうした所で
石油や天然ガスは生成されやすい。
なかでも、おわんを伏せた形などの
石油や天然ガスを貯めやすい構造に
注目しています」（JOGMEC石油開
発技術本部・探査部基礎調査課）。

さらに対象地域は堆積量が2000 

照）です。従来の二次元探査と違い、
立体的に“地下構造を見る”ことが
可能で、「断層の状態など、より多彩
な情報が読み取れるようになりまし
た」（同課）。

とはいえ調査海域を一定期間占有
するため、水産関係者などとの調整
は不可欠。また季節によっては荒天
が続く海域もあり、海洋環境や水産
資源に配慮しながらの地域選定は苦

言

● 石油・天然ガス資源情報CLICK!

センサー内蔵のケーブルを曳航し
海底面下の構造を調査する「資源」
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ニッポンの海洋資源開発 ［クロニクル］

国による石油・天然ガスの海洋調査がスタート

白嶺丸、第 2白嶺丸が鉱物資源探査で活躍

期待のメタンハイドレート、調査開始

最新鋭の探査船が相次いで日本の海に

「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」が策定

鉱物資源開発の基盤「改正鉱業法」が施行

“商業化”への壁をいかに乗り越えるか
「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」では、2018年度を一つの節目に設定。
商業化を見すえ、10年計画で経済性評価や環境評価、技術開発を進めている。

これまで法的規制のなかった資源探査について事前の許可を求めるなど、
鉱業法を61年ぶりに改正。鉱物資源開発（陸上含む）の基盤整備を行った。

海洋政策の基本方針などをまとめた「海洋基本法」の施行（2007年）を受け、
「海洋基本計画」が策定。さらに海洋資源の具体的な開発計画が定められた。

世界最高の掘削能力（海底面下7000m）をもつ地球深部探査船「ちきゅう」、
三次元物理探査船「資源」が、それぞれ2005年、2008年に就航。

1974年に海洋資源調査船「白嶺丸」、1980年に「第2白嶺丸」が竣工。
マンガン団塊、海底熱水鉱床、コバルトリッチクラストの調査が始まる。

国として、1990年代後半からメタンハイドレートの調査研究に着手。
2001年の「我が国におけるメタンハイドレート開発計画」により開発を本格化。

民間企業の活動をサポートし、国内の石油・天然ガスの開発等を進めるため、
1961年度から開始された「国内石油天然ガス基礎調査」において海洋調査を実施。

戦後の日本にとって、資源政策は最重要課題の一つ。
“海”での資源開発にも、継続して力を注いできました。
スタートから約50年─。その歴史を概観します。

CLICK! ● 改正鉱業法
 （METI Journal 平成23年8・9月号）
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時
ネルギー庁鉱物資源課の久森委芳課
長補佐。担当職務は鉱物資源の安定
的確保や供給。海洋資源を中心に、
開発の方向性やスケジュールなどを
統括しています。資源開発の意義や
日々の仕事について聞きました。

─「海洋エネルギー・鉱物資源計
画」が策定され、海洋資源開発に対
する施策が着実に進んでいます。
久森　大きかったのは、2007年7
月に施行された「海洋基本法」です。
これで国の海洋政策を一元的に推進
できるようになりました。その後

「海 洋 基 本 計 画」（2008年3月）、
「海洋エネルギー・鉱物資源計画」
（2009年3月）が策定。目標と課題、
そしてロードマップが明確に示され
ました。鉱業法の改正、海洋資源調
査船「白嶺」の就航もあり、この数
年で体制が進展したのは間違いあり
ません。
―この分野における日本の国際的
な位置づけはどのようなものなので
しょうか。
久森　日本は1970年代前半から海
洋資源開発に取り組んでいます。そ
の蓄積や実績により、世界的にも優
位なポジションにいるのは確かです。
今年1月には、深海底の資源管理を
行う「国際海底機構」のオダントン
事務局長が来日。開発中の探査技術

や「白嶺」を見学し、そのレベルの
高さに感心していました。日本は同
機構の設立以来、理事国を務めてお
り、これまでの取り組みも高く評価
されています。最近は中国やインド
など、国を挙げて海洋資源開発に乗
り出す国も増えていますが、できる
限り優位性を維持していきたいとこ
ろです。

陸上から海底へ 
シフトする資源開発
―何か課題はありますか。
久森　技術的課題はいろいろとあり
ますが、全体を俯瞰したとき、重要
なのは民間企業の動きです。「海洋
エンジニアリング」と呼ばれる、船
舶や海洋構築物建設、海底活動など
への民間企業の参入をもっと促進し
たい。企業が増えれば探査技術の革
新などもさらに進むはず。そのため
にも資源の探査を進め、賦存量など
を明確にすることが必要です。商業
化への道筋が見えてくると、企業に
も参入意欲が出てくる。今後の産業
育成にもつながると思います。
─仕事で心がけていることは何で
しょうか。
久森　実際に資源探査を進めている
のは、研究者や船に乗っている調査
スタッフなどの人たち。時間があれ
ばなるべく現場の声を聞きに行くよ
うにしています。大学の先生に探査
技術の話を聞いたり、寄港したとき
に調査員の方に状況を聞いたり。そ

れをなるべく施策に反映させるよう
心がけています。もう一つは、柔軟
性をもって開発計画を推進すること。
ロードマップも10年計画となると、
途中どうしても見直さなければいけ
ない部分も出てきます。基本計画の
継続性は担保しながらも、方向の修
正は適宜あってしかるべきだと思い
ます。
　いまでは石油産出量の約3割が海
底油田となっているように、鉱物資
源も中長期的にみれば陸上から海底
に移っていくことが十分に考えられ
ます。その意味でも、地道に継続的
に投資を行い、開発できる状況にも
っていくべき。それが日本の資源政
策の有力なオプションにもなるはず
です。資源開発の世界は、需要と供
給による部分も大きいですが、民間
でやれない分野を政府が担うことは
大事。中長期的に日本が資源国とな
るための取り組みを進めていきたい
と思います。

間をつくってなるべく現
場に行くようにしていま
す」と語るのは、資源エ

現場の声を重視しながら
柔軟に「計画」を進めたい

資源エネルギー庁 資源燃料部 鉱物資源課 課長補佐（海洋開発担当）久森委芳

│担当者の声
当課は、我が国のモノづ
くり産業の生命線である
様々な鉱物の資源権益確
保等を通じて、資源の安
定供給を進めています。

● 海洋エネルギー・
 鉱物資源開発計画

CLICK!

「
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研究から
協働
「技術研究組

業種の垣根を越えて共同研究

これまでの金属に代わる、PEEK樹脂強化炭
素繊維複合材料を使用した人工股関節などの
体内医療具。世界的な市場を見すえ、まずは
2～3年以内に骨固定具を送り出します。

世界的な市場を見すえて
複合材料の体内医療具を送り出す
複合材料体内医療用具技術研究組合
中小企業（4）＋個人（1）

地球温暖化防止などに役立つとして期待され
る食料と競合しないバイオエタノール。
2015年までに一貫製造システムを確立し、
2020年の実用化を目指しています。

バイオエタノール製造技術を
2020年に実用化へ
バイオエタノール革新技術研究組合
大企業（6）

異業種連携 研究型

ビジネスパートナーと
新たな製品開発を

垂直連携 研究型

同業種で共に課題に挑む
同業種連携 研究型

情報通信機器の低電力化、小型・軽量化、高
性能化を図るための光回路・電子回路融合基
盤技術を研究。2015年頃から、段階的に事
業化を実現していく計画です。

情報通信機器の限界を
チームで乗り越える
技術研究組合光電子融合基盤技術研究所
大企業（9）＋独立行政法人（1）＋一般財団法人（1）

原料候補の一つ「エリアンサス」。

フォトニクス・エレクトロニクス集積回路。

4.5mm

5m
m

複合材料を使用した人工股関節。
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ビジネスへ
協働

合」を活用した

水素供給インフラの整備にあたり、事業成立
性の検証・課題解決に向けた実証実験を実施。
2015年、FCV（燃料電池自動車）の一般ユー
ザーへの普及開始を目指します。

水素供給ビジネスの
普及可能性を探る
水素供給・利用技術研究組合
大企業（16）＋一般財団法人（2）

最新の装置により半導体材料を評価。この技
術を活用して材料メーカーの製品開発力や競
争力の強化、半導体産業の活性化につなげる
のが狙いです。2013年度に事業化を予定。

評価技術の研究を通して
半導体産業の競争力を高める
次世代半導体材料技術研究組合
大企業（6）

する─。グローバルな競争が激化
し、日本の真の力が問われているい
ま、「技術研究組合」が存在感を増
しています。

例えば次世代コンピュータ用の大規
模集積回路（LSI）、交通系 IC カー
ドの基盤、太陽光発電システムの製
品化、脱レアアースの促進─。い

ずれも現在の、そして未来の私たち
に深いかかわりのある技術です。こ
れらの発展を後押ししたキーワード
は「共同研究」。単独では難しくても、
さまざまな企業や機関の技術、人材
などが連携することで、革新的な技
術が生み出されてきました。その母
体の一つとして長年活用されている
のが、技術研究組合法に基づく公的
な共同研究開発プラットフォームで
ある「技術研究組合」です。
　組合を設立することのメリットは

「法人格を有している」こと、「税制
上の優遇措置がある」こと、他の公
的認可法人に比べて審査期間が短い
ため、「迅速に設立できる」ことな
ど。2009 年には大幅な改正を実施
し、より柔軟な活用が可能となりま
した。
　法律制定から 50 年を経てなお、
多彩な連携の形を生み続ける「技術
研究組合」。次代のビジネスを見す
えた協働のステージとして、あらた
めて注目が集まっています。

業や大学、あるいは個人。
それぞれが強みを持ち寄
ることで技術革新を実現企

大規模な実証実験が可能
実証型

業界の活性化に貢献する
技術を共同で開発

共同利用型

で 実証中の水素ステーションは国内に12か所。

研究で使用するクリーンルーム。
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1961 年の制定（改正前の名称は「鉱工業技術研究組合法」）以来、
日本の技術振興に大きな役割を果たしてきた技術研究組合。2009 年の改正を経て、
いま、制度に対する期待と活用への意欲はますます高まっています。
そこで制度への理解がもっと深まる、6 つのポイントをご紹介します。

Q&Aで制度がわかる !

技組」に関する
6つのポイント

「

組合が担っている
役割とは ?
A.制定以来、国のプロジェクトで
も活用され、日本の産業競争力の底
上げを支えてきました。1973年6
月、「大型工業技術研究開発制度」の
一つを受託する「原子力製鉄技術研
究組合」が設立。これを契機に制度
の魅力が広く認知され、以降は「サ
ンシャイン計画」（1974～1992
年）や「ムーンライト計画」（1978～
1992年）、「次世代産業基盤技術研
究開発制度」（1981～1992年）な
ど、旧通商産業省・工業技術院の研
究開発プロジェクトの「受け皿」と
して組合が増加しました。

ʼ61 ʼ77ʼ69 ʼ85ʼ65 ʼ81ʼ73 ʼ89 ʼ93ʼ63 ʼ79ʼ71 ʼ87ʼ67 ʼ83ʼ75 ʼ91 ʼ95 ʼ97 ʼ99

なぜ組合制度が誕生したの ?

企業
（組合員）

企業
（組合員）

約 1 割を法人税額から控除
研究開発税制

公的な共同研究
プラットフォーム

技術研究組合
賦課金

技術研究組合数の推移

法人格

費用処理

費用処理

賦課金

A.ニーズが高度化、複雑化してい
くなか、一者だけの技術シーズで対
応することは困難。そのような時代
背景から「相互に補完関係を有する
多くのパートナーが参加する仕組
み」の必要性が高まり、本制度が生
まれました。とくに近年は、リーマ
ンショックや急速な円高、震災など
の影響もあり、企業の研究開発費が
減少。大部分が短期的な既存技術の
改良にあてられ、長期的研究への投
資が縮小する傾向にあります。その
ため「技術研究組合」の存在がクロ
ーズアップされているのです。

大型工業技術研究開発制度

サンシャイン計画

ムーンライト計画

ニューサンシャイン計画

次世代産業基盤技術研究開発制度

4
9

9
11 11

11 10 12

22
28

11 11 15
23

29
29

32
32

34

40 47

54
57

58 68

71 73
66

69
67 64

62
59

54
51

75

60

45

30

15

0

48

65
7069

12

1974-92年度

1978-92年度

1981-92年度

1966-92年度 産業科学技術研究開発制度

※技術研究組合の事業費用に充てるためにメンバーに賦課する費用

※
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どんな分野で
活用されている？
A.研究分野として、もっとも多く
の割合を占めているのが「材料」で
23%。次いで「機械」21%、「情報
通信」17%と続いています。研究主
体の内訳を見ると、73.7%が大企業。
中小企業は11.4%ですが、参加状
況としては全体の半数以上である
50%の組合に名を連ねています。
また、組合員企業の主な業種は「化
学」が25.2%でトップ、そして「電
機」24.9%、「精密・諸工業」9.8%。
ちなみに地域別の分布は、北海道か
ら九州・福岡まで、全16の都道府
県に点在しています。

これまでの主な
実績を知りたい !
A.まず「超LSI技術研究組合」（19 
76～1980年）。IBMの次世代コン
ピュータシステムに対抗するため、
半導体分野で競合する国内企業7社
が集結。LSIの量産技術を開発し、半
導体の世界市場におけるシェア拡大

（1975年28%→1988年52%）に
貢献しました。また1996～1999
年の「汎用電子乗車券技術研究組
合」は、自動改札の混雑や公共交通
機関の相互利用などの問題解決を目
指して設立。交通系ICカードの基
盤を構築し、SuicaやPASMOなど
の普及を促進しました。

改正でなにが
どう変わった ?
A.2009年の抜本改正の目的は「研
究開発の強化および実用化の促進」。
これまで制度が抱えていた課題の一
つは、研究成果がなかなか「事業化」
まで至らなかったことでした。そこ
で、組合から株式会社などへの「組
織再編」をスムーズに行える仕組み
になりました。実績はまだ無く、こ
れからの取り組みが期待されます。
その他、「設立組合員数の緩和」や、
サービス分野も対象とする「研究対
象の拡大」などもポイント。改正後、
3年間で組合数は倍増。大きな効果
をもたらしています。

❽創立総会の廃止等の手続き緩和
→各項目の効果もあり、設立数が大幅に増加

❶設立組合員数の緩和
→組合員2者による設立組合：4組合
❷研究対象の拡大
→サービス分野の組合の設立：1組合

❺預託金制度の創設（賦課金の前払いが可能）
→預託金制度導入組合：4組合
❻株式会社・合同会社への組織変更・新設分割
→実績なし
❼技術研究組合の分割
→分割実績：1件　

❹独立行政法人の組合員資格の明確化
→独立行政法人が組合員となった組合：19組合
→組合員となった独立行政法人：4法人

❸大学の組合員資格の明確化
→大学が組合員となった組合：10組合
→組合員となった大学：15大学

連携の種類について教えて !
A.組合の活用類型としては次の5
つに分けることが可能です。経産省
所管の48組合のうち、最多は、同
種の製品やサービスを提供していな
い事業者が連携する「異業種連携 
研究型」。それに対して同業者が連
携するのが「同業種連携 研究型」。
そして、例えば素材を開発する側と
デバイスを生産する側といった「受
発注」の間で設立されるのが「垂直
連携 研究型」です。さらに、実用化
に向けた実証研究を行う「実証型」、
性能評価方法などを研究する「共同
利用型」があります。

イノベーションプログラム

47
52

50

46 39

34
33

32

39
55
56

2001年度〜

1993-2002年度

1993-2002年度

注：組合数等のデータは、2012年4月末時点

材料
23%

環境
6%

機械
21%

情報通信
17%

新エネルギー
15%

バイオ
15%

石油・天然ガス
4%

同種の製品・サービスを提供していない事業者
同士が、それぞれの強みを活かしつつ、共同で
研究開発を行っているもの　（中小・ベンチャー
企業が参加している場合もある）

異業種連携 研究型 ［20組合］

製品・サービスを直接に受発注する関係にある事
業者同士が、共同で研究開発を行っているもの

研究開発成果を実用化するために、大規模な実
証研究を行っているもの

事業者（同業者等）が自ら共同で利用する性能評
価試験方法などを研究するもの

垂直連携 研究型 ［10組合］

実証型 ［4組合］

共同利用型 ［7組合］

同種の製品・サービスを提供している事業者（同
業者）同士が、共同で研究開発を行っているも
の（それぞれの強みを活かす場合や、共通基盤
技術の開発を行う場合などがある）

同業種連携 研究型 ［7組合］
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私たちのくらしに役立つ技術の開発─。
そのけん引役の一つである技術研究組合を舞台に、企業や大学はどんな活動を行っていくべきなのでしょうか。
共同研究の重要性が増しているなか、課題解決策や今後の可能性を探るべく、
今年 3 月には制定 50 周年シンポジウムも開催。さまざまな角度からヒントが提示されました。

技組の課題から可能性まで

ビジネスにつながる
研究を生み出すヒント

「技術立国・日本」をつくっていくために
太陽光発電技術研究組合 桑野幸徳理事長

東レ株式会社 阿部晃一専務取締役
プロジェクト参加の最大の目的は「技術融合」

集まることが重
要なのではなく、
どんな成果を目指

し、いかに具体的な未来を描けるか
─。「技術研究組合」の研究開発
には、明確なビジョンが不可欠です。

「50周年シンポジウム」のパネリス
トの言葉から、研究開発の「これか
ら」につながる手がかりをご紹介し
ます。

グローバル競争時代を 
どう戦っていくか？

1990年、「太陽電池の技術開発
と産業化」という使命を背負って設
立 し た「太 陽 光 発 電 技 術 組 合

（PVTEC）」。厳しい時期も乗り越
え、現在、産業規模は3兆円を超え
るまでに成長。PVTECの組合員数

も当初の23から68に増え、技術開
発だけにとどまらない活動を行って
います。桑野幸徳理事長は技術研究
組合について、「今後の技術開発や
産業競争力強化のあり方を示すも
の」といいます。
 「近年、太陽電池の技術をリードし
てきた日本に対して、新興国による
激しい追い上げがあります。まさに、
国家イニシアチブによるグローバル
競争の時代に突入したといえるでし
ょう。日本がより強い競争力を得る
には、技術研究組合などの仕組みを
利用し、一丸となって“技術立国”
を目指していくことが必要ではない
でしょうか」

継続することで実を結んだ
世界を驚かせる技術

一方、「先端材料の事業化には、明
確なビジョンを踏まえた 継続的な
研究・開発が必要である。」と語るの
は、東レの阿部晃一専務。

昨年就航したボーイング787の
機体の構造材料の約半分に採用され
たことで話題になった「炭素繊維」。
名だたる海外のメーカーが撤退や縮
小を余儀なくされる中、東レは研
究・開発を継続。実に50年以上の
歳月をかけて世界を驚かせる技術を
完成させたのです。こうした研究・
開発へのスタンスは、組合やナショ
ナルプロジェクト
に参加する際にも
現れています。参
加の意義について、
阿部専務はこのよ
うに話します。「た
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ビジネスにつながる
研究を生み出すヒント

北九州市環境局 松岡俊和環境未来都市担当理事
組合でノウハウの蓄積と信頼性の獲得を目指す

とえ高いリスクがあるとしても、自
分たちで全ての費用を出してでもや
る価値があるかどうか─。その
ような判断基準で臨んでいます。そ
こで求めるものは技術融合に他なり
ません。ひとつの企業だけでは、な
かなか大きな仕事ができなくなってき
ていることを痛感していますので」

自治体としての殻を破り 
中心的役割を担う

北九州市は、八幡東区の東田地区
においてスマートコミュニティ事業
などを展開し、まち全体のエネルギ
ーをマネジメントする実証実験に取
り組んでいます。そこで、さらなる
発展を目指すために、技術研究組合
の設立を準備中です。「時には自治
体としての殻を破り、積極的に中心
的な役割を担っていきたい」という
北九州市環境局の松岡俊和理事は、
展望について次のように語ります。
 「世界でも先進的な取り組みを社会

の中に浸透させ、真のイノベーショ
ンを起こすためには、長期にわたる
仕掛けが必要です。実証結果を共有
して蓄積し、地域の人々に省エネな
どの具体的なメリットを感じてもら
う。そうして信頼性を向上させてい

くことが大切です。
単なる実証だけで
終わらせるつもり
はありません」

技術研究組合を活用するための手
法は、まだまだ広がりそうです。

当課は、技術研究組合制度のみならず、
研究開発税制の実施や、新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構（NEDO）
や産業技術総合研究所の所管を通じ、
企業の技術開発を推進・振興するこ
とをミッションとしています。

50周年を迎え、
新たな展開を見せる「技術研究組合制度」

│担当者の声

技 術研究組合制度」が、一般にはまだあ
まり知られていないのは、我々行政自

身が、個々の組合のプロジェクトを「個別に
管理する」ことに終始し、全ての組合をまと
めて、あるいは、組合という制度自体を「横
断的に評価する」ということを、ほとんどし
て来なかった点にも起因するのではないかと
思っています。こうした問題意識から、我々
は、昨年末より「総合的・横断的な実態調査」
を行うとともに、その結果を、3月27日の

「50周年記念シンポジウム」で発表させて頂
きました（詳細はHPを参照下さい）。
半世紀にわたる本制度の歴史を振り返りつつ、

その使われ方（活用類型）などの現状を整理すれ
ばするほど、あらためて、本制度の本質的な特
徴やメリットを深く理解することができました。
特に本制度が、いわゆる「政府プロジェクト」
の受け皿となっている場合の様々な課題や解決
策についても、一定の問題提起ができたと考え
ております。「国の支援する産業技術開発であ
る限り、官民が協力しつつ、徹底的な実用化を
目指す」ーこの原理原則を忘れずに、我々は引
き続き、民間技術開発の振興に努めて参りたい
と思います。

技 術は、社会的に受け入れられる
ことが必要です。技術課題が解

決すれば必ず実用化できるというもの
ではありません。これを「技術の不確
実性」といい、開発の成否に影響をお
よぼしているのです。
　さらに技術開発の目標が達成できた
としても、「知財的な問題」が生じる可
能性があります。とくに複数の組織が
かかわっている場合は、高度な知財マ
ネジメントが欠かせません。相互の関
係性が一つの目的に対してうまく設計

され、知財や技術
の不確実さなどを
しっかり管理でき
る組織づくりが大切です。
　技術研究組合の会社化や新設分割な
ど、制度面は整っています。これから
の課題は、いかに複数組織間で合意を
構築するか？　というプラクティスを
重ねていくことでしょう。リーダーシ
ップの重要性や組合内のコミュニケー
ションなど、多様な要素が関係してく
るに違いありません。

成否を左右する
複数組織間の「合意」
東京大学 先端科学技術研究センター 渡部俊也教授

● 技術研究組合50周年シンポジウム
●技術研究組合制度

CLICK!

産業技術環境局技術振興課
課長　藤原 豊
技術振興専門職　杉山春男（左）
企画二係長　小川ゆめ子（右）
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“ちいさな企業”
 未来会議について 

我が国企業の９割以上を占め、製
造業、商業、サービス業など、全国
津々浦々にわたり我が国経済を支え
る中小・小規模企業が、内需減少、新
興国との競争、震災・円高など、厳
しい環境の中で、如何に、その潜在
力・底力を発揮し、もう一度元気に
なることができるかは国民的課題で

担う青年層や女性層の中小・小規模
企業経営者を中心に、中小企業団体、
税理士等の士業、商店街関係者、生
業、地域金融機関など、幅広い主体
から1000名以上の方を会議のメン
バーやサポーターとして任命、参加
いただき （→１）、自由闊達な意見
や提案、議論をいただいています。

小規模企業の現状と課題 

内需減少、新興国との競争、震災・
円高など、厳しい環境の中、過去10
年間の企業数、雇用者数の推移を見
ても、それぞれ、約57万社、約17
％の従業員数減と減少傾向にあり、
小規模企業を取り巻く現状は大変厳
しいものとなっています。

しかしながら、小規模企業は、一
様に厳しい状況にあるわけではなく

（→２）、その経営状況や経営力には

中小・小規模企業の
経営力・活力向上のために

これまでの中小企業政策を見直し、小規模企業に焦点を当てつつ、施策を再構築し実行するため、
次代を担う青年層や女性層の中小・小規模企業経営者を中心に、幅広い主体の参加の下に、

「“日本の未来”応援会議～小さな企業が日本を変える～（略称：“ちいさな企業”未来会議）」を開催しています。

２月24日、枝野経済産業大臣が発足式に出席されました。

す。特に、小規模企
業は、地域経済・雇
用を支えているだけ
でなく、 “日本の知
恵・技・感性”をい
かして海外展開する
など、我が国経済を
牽引する存在です。

このため、次代を

P24「シンボルマーク探訪」参照。

(  June / July 2012  )
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テーマ毎に議論を深掘りするワ
ーキンググループ（WG）、中
小・小規模企業の皆様のご意見
を幅広く伺うため各地で開催す
る『地方会議』、青年層や女性層
を中心とした『青年会合・女性
会合』があります。そのほか、
上記の各会議での議論を踏まえ、
とりまとめの方向性等の検討を
行う『運営委員会』や施策の浸
透・実施を行う『草の根での施
策浸透・実施のための推進委員
会』といったものもあります。

「“ちいさな企業”未来会議」総会

全国隅 に々至る
参加を促し、
より幅広い意見を
集約するため、
メール・ネット等での
ネットワーク構築

次代を担う若手の経営者等 140 名超

厚労省、農水省、
国交省等の
関係省庁

【共同議長】枝野幸男　経済産業大臣
　　　　　岡村 正　  中小企業政策審議会会長
　　　　　　　　　　日本商工会議所会頭

連携

草の根での施策
浸透・実施の

ための
推進委員会

ＷＧ
個別テーマ

ごとの 青年会合 女性会合

地方会議 ※30地方以上

顧問団
中小企業

関連団体の
長から構成

“ちいさな企業 ” 未来会議運営委員会

2

潜在力を発揮する高収益層の企
業も存在。小規模企業の上位２
割の利益率は、中規模企業の上
位２割よりも高い。

資料／平成22年中小企業実態基本調査

「“ちいさな企業 ” 未来会議」組織図

企業規模別に見た売上高経常利益率の分布比較
25

15

5

▲5

▲15

▲25

中小企業の活力向上KEY WORD

1

事業の
安定継続が課題？

退出？

基礎的経営力の
強化が課題？

事業拡大
海外展開
技術力向上が課題？

（全国1000名程度）サポーター

中 位 層

下
位

層

上
位

層

小規模企業（法人）

中小企業（法人）

中規模企業（法人）

%
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4 ●  未来会議特設ページCLICK!

本会議が従来の会議と大きく異な
る点として、各地域個別の問題を含
め、全国各地の中小・小規模企業の
皆様の意見や提案を幅広く伺うため、
全国各地で30回以上にわたる地方
会議を開催してきたことが挙げられ
ます（→３）。

各地の地方会議では、毎回100
名程度の方にご参加いただき、各地
域の実情に応じた意見や提案など、
多くの貴重な地域の中小・小規模企
業者の「生の声」を伺うことが出来
ました。

そのなかには、行政に対する要望
事項にとどまらず、地域を活性化さ
せていくために地域の中小・小規模
企業者がそれぞれ何をしていくべき
かといった自発的な議論も活発に行
われました。

また、このような各地域の関係主
体が一堂に会する場を設けたことで、
これまで知り合うことのなかった事
業者間の交流の場としての役割も果
たしました。

メンバー・サポーターが 
会議をリード

会議をリードしているのはメンバ
ー・サポーターです。特にメンバー

のうち、青年代表、女性代表を中心
に20名程度で構成される運営委員
会では、一連のＷＧ、地方会議など
で表明された意見や議論の整理を行
い、とりまとめの方向性等の検討を
行っています。

また、草の根での施策浸透・実施
のための推進委員会では、中小・小
規模企業の経営力・活力の向上に向
けた施策の浸透・実施を推進するこ
とを目的とし、①草の根での施策浸
透活動、②施策実施活動の抜本的強
化、③地域モデル事業による経営
力・活力向上施策の実施に取り組ん
でいます。

インターネットを活用した 
情報発信・意見募集

中小企業庁サイト内に、未来会議
特設ページ（→４）を設置し、サイト
を通じたご意見やご提案の募集を常
時行っています。また、総会、ワー
キンググループに関しては、インタ
ーネット動画配信を実施しています。

（ニコニコチャンネル：一般会員登録
（無料）にて視聴が可能）こうした取
組により、全国隅々に到る参加者を
促し、より幅広い意見を集約してい
ます。

中小企業の活力向上KEY WORD
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2012 年３月より次代を担う青年層や女性
層の中小・小規模企業経営者を中心に現場
の「生の声」をよく聞き、これまでの中小
企業政策を真摯に見直すとともに、小規模
企業に焦点を当てつつ施策を再構築するた
め、「“日本の未来”応援会議～ちいさな企
業が日本を変える～」を開催しています。
会議のマークは、ひとつひとつはちいさな
企業でも、繋がってひとつになると、未来
へ進む大きな道が生まれる様、また、皆が
一堂に会する場を表す屋根にも見えるシン
ボルとなっており、ちいさな企業が前を見
て明るい未来に進んで行こうという意味を
込めています。

ちいさな企業未来会議

● ちいさな企業未来会議CLICK!


